
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東 京 都 監 査 委 員 

平成１８年 

工 事 監 査 報 告 書 



 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

平成１８年工事監査の結果に関する報告を次のとおり提出する。 

 

   平成１９年１月３０日 

 

 

 

 

 

 

東京都監査委員  古 賀 俊 昭 

同        大 沢   昇 

同        三 栖 賢 治 

同        筆 谷   勇 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 計数については、原則として、表示単位未満を切り捨てて表示しているため、合計等と一致

  しない場合がある。 
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（３４）専門工事における諸経費の積算を適正に行うべきもの      （指摘事項：水道局） 

（３５）フリーアクセスフロア工事における局基準の共通費について検討すべきもの 

（意見・要望事項：下水道局） 

（３６）前払金対象工事の一般管理費等の積算を適正に行うべきもの（指摘事項：下水道局） 

 

５ 施工 

（３７）路床安定処理工事の契約変更及び施工管理を適正に行うべきもの 

（指摘事項：都市整備局） 

（３８）危険を伴う作業の安全管理について請負者を適切に指導、監督すべきもの 

（指摘事項：産業労働局） 

（３９）街きょ取りこわし工事等の契約変更手続きを適正に行うべきもの 

（指摘事項：建設局） 

（４０）高所作業における安全性をより高めるため、手すり先行工法による枠組足場を 

適正に行うべきもの                    （指摘事項：建設局） 

（４１）排水管材料の変更に伴う契約変更手続きを適正に行うべきもの 

（指摘事項：島しょ（総務局）） 

 

６ その他 

（４２）耐震改修実施設計における委託契約を適正に行うべきもの 

（指摘事項：中央卸売市場） 

（４３）現場事務所の土地使用料を請負者から適正に徴収すべきもの  （指摘事項：水道局） 

 

 

別 表  平成１８年工事監査対象一覧表 

 

 

 

 

 

 

26

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28

 

 

 

 

 

30



 - 1 -

第１ 監査の概要 

 

１ 監査の目的 

 

工事監査は、都が実施した工事等を対象に、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１９９条第１項及び第５項に基づき毎年行う監査である。 

監査は、計画、設計、積算、施工等の各段階において、技術面等から当該工事が

適正に行われているかという観点を主眼とし、経済性、効率性及び有効性の観点に

も留意し、実施している。 

 

２ 監査期間 

 

平成１８年１月３０日から平成１９年１月１７日まで 

 

３ 監査対象局等 

 

今回の工事監査対象局は、総務局、財務局、都市整備局、環境局、福祉保健局、

病院経営本部、産業労働局、中央卸売市場、建設局、港湾局、東京消防庁、交通局、

水道局、下水道局、教育庁及び警視庁の計１６局及び島しょ関係部所（三宅支庁管

内）である。 

監査は、平成１７年度に締結した１００万円以上の工事等を中心に、１３，９５

７件（８，８１８億余円）を対象として、１，４３６件（２，４８１億余円）の工

事等を抽出して実施した（抽出件数率：１０．３％、抽出金額率：２８．１％）。 

なお、対象局及び対象工事等は、別表「平成１８年工事監査対象一覧表」のとお

りである。 

 

４ 監査の観点 

 

監査に当たっては、設計・積算、施工、その他の３つの分野ごとに、以下のとお

り着眼点を設定した。 

 

（１）設計・積算 

ア 施設の目的や全体計画に照らして、工事の内容、規模、工法、施工時期等は

適切か 
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イ 設計・積算は、法令、基準等に基づき適正に、かつ合理的、経済的に行われ

ているか 

ウ 設計は、安全性、使用性や将来の維持管理のしやすさなどに配慮されている

か 

エ 使用機器、材料の選定や新技術、新工法の採用は、適切に行われているか 

オ 環境への配慮が十分に行われ、資源の有効活用などが図られているか 

 

（２）施工 

ア 施工は、設計図書に基づき適正に行われているか 

イ 設計が現場の実態に適合しない場合の変更協議等は、適時、適切に行われて

いるか 

ウ 工程、品質、安全等の管理は、適切に行われているか 

エ 材料、出来高、完了等の検査は、適正に行われているか 

オ 建設副産物の処理等は適切に行われているか 

 

（３）その他 

ア 施設の維持管理は、適切に行われているか 

イ 長期的な視点に立って、維持管理方法の検討、改善に努めているか 

ウ 工事実施前に必要な事務（使用許可等）は、適正に行われているか 

エ 入札・契約適正化法に基づく取組は、適正に行われているか 

 

 ５ 重点監査事項 

平成１８年の工事監査においては、「単価設定」を重点監査事項として設定し、工

事監査で抽出された全案件（１，４３６件）について、単価設定が基準等に基づき

適正に、かつ経済的に行われているかを検証した。 

 

６ 監査結果の大要 

 

（１）総括 

平成１８年工事監査の結果について見ると、表１「局別指摘事項等一覧表」の

とおり、指摘事項は、水道局ほか１３局に対し３９件、意見・要望事項は、下水

道局ほか２局に対し４件、合わせて４３件（過大積算額計約１億５，４２３万円）

である。 

監査の観点別の内訳は、図１のとおりである。 
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（図１）指摘、意見・要望事項の観点別内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今回の監査の指摘事項等を見ると、 
①  設計・積算においては、単価設定及び数量算出等に当たり、桁の間違いなど、
注意力に欠けるものが見られた。また、積算基準の取り違えや業者からの見積

りの安易な採用などもあり、全体として設計内容の理解、把握が不十分である

事例が多く認められた。 
② 施工においては、危険が伴う高所作業や酸欠が懸念される場所での作業の安

全確保など、請負者が行う管理業務について、発注者である都が請負者の指導、

監督を適切に行っていないものが認められた。 
③ 技術に係る知識や経験が十分でない事務職員等が担当した工事において、積

算基準の理解不足による諸経費計算の誤りや現場の状況を十分把握しないもの

など、設計、施工における基本的事項が適切に行われていないものが認められ

た。 
 
これらの要因として、 

① 誤りを未然に防ぐチェックが組織的に十分行われていないこと、また、設計

業務の外部委託や積算事務の自動化などにより、設計、積算の実務経験を積む

機会が減少し、技術的判断能力の低下等が見られること、 
② 監督経験の不足などにより、施工管理のノウハウが十分修得できていないこ

と、 
③ 事務職員等、専門外の職員が設計、施工管理を行う場合の支援体制が十分で

ないこと、 
などが考えられる。 

（ 計43件 ）

設計

2

その他

 2

施工

 5

積算

 34

諸経費等

5

数量算出

 3
単価設定

 26

指摘、意見・要望事項
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これら指摘事項等とその要因は、ここ数年の監査においてほぼ同じ傾向にある。 
今後、都では道路や河川などの膨大な施設が更新の最盛期を迎える一方、２０

１６年の東京オリンピック招致に向けて、都市基盤整備や都市環境の向上を図る

など、東京の再生に積極的に取組んでいくとしている。 
都市基盤を着実に整備し、効率的、効果的に維持更新を進める技術職員の果た

すべき役割は大きくなる。こうした中にあって、短期的には解決の困難な技術力

の維持向上や誤りを未然に防止するためのチェック体制等の整備は、都が早急に

解決すべき重要な課題である。 
技術力の維持向上に向けては、現在、技術系局長級職員で構成する東京都技術

会議において、職員の大量退職時代に備え、経験豊かな職員が持つ技術・ノウハ

ウの継承方法や計画的な人材育成方策など、具体的な取りまとめが行われている。 
今後、その方策の実現化に向けた速やかな行動が強く求められる。 
各局においては、チェック体制や監督体制を強化し、職場研修の充実などによ

り、初歩的な誤りの防止や職員の技術的判断能力、コスト意識などの向上に努め

ることが求められる。更に、技術者としての一層の自覚と研さんを促すとともに、

事務職員等専門外職員が担う技術業務について相談窓口を充実するなど技術支援

体制の強化を図り、再発防止に組織を挙げて取組む必要がある。 
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（表１）局別指摘事項等一覧表 

（注）１ 指 摘 事 項 ・・・ 是正・改善を求めるもの 

意見・要望事項 ・・・ 改善について検討を求めるもの 

（注）２ （ ）書きは、重点監査事項に係るものであり、内数である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

指 摘 事 項 意 見・要 望 事 項    区 分 

 

局 名 

設 計 

積 算 
施 工 その他 計 

設 計 

積 算 
施 工 その他 計 

合 計

総 務 局          ０ 

財 務 局 ２   ２     ２ 

都市整備局 ２(2) １  ３(2)     ３(2)

環 境 局         ０ 

福祉保健局 １(1)   １(1)     １(1)

病院経営本部 ４(2)   ４(2)     ４(2)

産業労働局    １   １      １ 

中央卸売市場    １ １     １ 

建 設 局 ４(4) ２  ６(4) １(1)   １(1) ７(5)

港 湾 局 ２(2)   ２(2)     ２(2)

東京消防庁         ０ 

交 通 局 ２(2)   ２(2)     ２(2)

水 道 局 ６(4)  １ ７(4) １(1)   １(1) ８(5)

下 水 道 局 ３(2)   ３(2) ２(1)   ２(1) ５(3)

教 育 庁 ４(3)   ４(3)     ４(3)

警 視 庁 １   １      １ 

島 し ょ １(1) １  ２(1)     ２(1)

合   計 32(23) ５ ２ 39(23) ４(3)   ４(3) 43(26)
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（２）重点監査事項 
重点監査事項（単価設定）に係る監査結果は表１「局別指摘事項等一覧表」（ ）

書きのとおり、指摘事項は２３件、意見・要望事項は３件、合わせて２６件であ

り、全件数に占める割合は約６０％である。 
これらの指摘事項等を分類すると、主な内容は表２のとおりである。 
 

（表２）重点監査事項に係る指摘事項等内訳 
分  類 件数 主 な 内 容 

① 設 計 内 容 9(1) 
・設計と異なる割高な単価を用いるなど、設計内容の十分な

把握が行われていなかったもの 

② 施 工 条 件 2 
・現場条件を誤るなど、現場への十分な理解、把握が不足し

ていたもの 

③ 業 者 見 積 5(2) 

・業者からの見積り単価等を安易に採用するなど、刊行物と

の比較調整を十分行わなかったもの 

・業者からの見積り査定において、基準等の解釈が不適切で

あったため、割高となったもの 

④ 注 意 力 10 

・基準の取り違えをするなど、基本的な確認がおろそかにな

っていたもの 

・桁の取り違えや単位数量を誤るなど、十分な注意が足りな

かったもの 

計 26(3)  

（注）（ ）書きは、意見・要望事項に係るものであり、内数である。 
 
単価設定は、積算において数量算出、諸経費計算とともに、工事費に直接大き

な影響を与える重要な要素である。 
単価設定に当たっては、単純な誤りを起こさぬよう注意を払うとともに、積算

基準や設計内容を十分確認することや、施工内容を想定し、手順、条件等を適切

に反映することが重要である。 
再発防止に向け、不断の注意喚起が求められる。 
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（３）主な指摘、意見・要望事項（概要） 
 

ア 設計 
 
 

 
警視庁小岩警察署庁舎（Ｈ１６）改築工事（その２）ほか１件における、内装工

事の軽量鉄骨下地間仕切壁について見ると、証拠品保管庫やトイレなどの間仕切壁

に、遮音性能の高い割高な仕様の間仕切壁が用いられている。 
しかしながら、同間仕切壁の仕様は、庁の設計標準において遮音性能を確保する

必要がある取調室などに用いるものとなっている。 
このため、証拠品保管庫などに同仕様は不要なことから、積算額約５９５万円が

過大なものとなっている。 
（ 警 視 庁 ） 

 
  イ 積算 
 
 
 

御岳山（２）地区災害関連緊急急傾斜地崩壊防止工事におけるモノレールによる

土砂及びコンクリート塊の現場内小運搬の積算について見ると、局基準では、土木

工事においてモノレール運搬を行う場合の歩掛が定められていないため、地質調査

委託における単価を用いて行っている。 
しかしながら、この単価は、地質調査を行う際の機材等の現場内運搬に適用する

ものである。当工事のような土砂等を運搬する場合は、社団法人日本治山治水協会、

日本林道協会積算要領（森林整備必携）のモノレール運搬歩掛により算定すること

が実態に即しており適正である。 
このため、同積算要領の歩掛に基づき積算を行うと、積算額約１，８８３万円が

低減できるものである。 
（ 建 設 局 ） 

 
 
 
 
 

○ 内装工事における間仕切壁仕様の選定を適切に行うべきもの 
（指摘事項）

○ モノレール運搬工の積算を適正に行うべきもの 
（指摘事項）［重点監査事項］
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足立区保木間一丁目地先から小右衛門給水所間送水管（１６００㎜）トンネル内

配管及び立坑築造並びに送水管（１６００㎜）新設工事における泥土圧式推進工の

排泥管設置撤去費（地上・立坑、φ１５０㎜、延長約４１ｍ）の積算について見る

と、社団法人日本下水道管渠推進技術協会積算要領に基づき算出しているが、１０

０ｍ当たりの単価を誤って１ｍ当たりのものとしたため、１００倍となっている。 
このため、積算額約２，３２６万円が過大なものとなっている。 

（ 水  道  局 ） 
 
 
 
 

葛西水再生センター汚泥処理棟設備再構築に伴う建設工事における共通費の積

算について見ると、本件配電盤室に使用しているフリーアクセスフロアの工事費は、

局基準に明確な規定がないため、共通費の補正対象としていない。 

ところで、ＯＡフロアの工事費は現場での作業が少ないなどの理由から、局基準

では共通費の補正対象とし、共通費の低減を行うこととしている。 

しかしながら、本件フリーアクセスフロアは、ＯＡフロアと同様のものであるに

もかかわらず、共通費の補正対象とせず、低減していないのは適切ではない。 

仮に、フリーアクセスフロア工事を共通費の補正対象とすれば、積算額約１０４

万円が縮減できるものである。 

（ 下 水 道 局 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ フリーアクセスフロア工事における局基準の共通費について検討すべきもの

（意見・要望事項）

○ 泥土圧式推進工における排泥管設置撤去費の積算を適正に行うべきもの 
（指摘事項）［重点監査事項］
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ウ 施工 
 
 
 
 

局の工事では、高所作業における墜落・転落の防止対策の一環として、平成１６

年７月１日以降、枠組足場を設置する場合において、手すり先行工法を採用するこ

ととしている。 

南多摩尾根幹線の街路築造に伴う横断通路設置工事及び現場打Ｌ型擁壁工事の

施工状況について見ると、足場工は手すり先行工法による枠組足場で行われていな

い。 

このことは、高所作業の安全性をより一層確保するうえから、適正でない。 

（ 建 設 局 ） 
 
  エ その他 
 
 
 

大井給水所（仮称）ポンプ棟築造工事の共通仮設費の積算について見ると、請負

者が使用する現場事務所の土地使用料は当工事費の共通仮設費に含まれている。 

しかしながら、請負者は現場事務所を局が所有管理する給水所用地内に設置して

いるにもかかわらず、土地使用料を支払っていない。 

このため、局は、平成１７年度（約１３７万円）及び平成１８年度（約３１４万

円）の合計約４５１万円の使用料を徴収すべきである。 

また、平成１９年度についても、同様な措置が必要である。 

（ 水 道 局 ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 現場事務所の土地使用料を請負者から適正に徴収すべきもの 
（指摘事項）

○ 高所作業における安全性をより高めるため、手すり先行工法による枠組足場を

適正に行うべきもの 
（指摘事項）
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第２ 監査の結果 
１ 設計 
（１）照明用遠隔操作盤の電気配線保護対策を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都立田無工業高等学校（１７）グランド照明設置工事（西東京市向台町一丁目９番１号、工

期：平成１８．２．１０～同年３．２４、請負金額：３８８万５，０００円）は、クラブ活動

活性化のため、グランドに照明設備を設置するものである。 

このうち、照明用分電盤から遠隔操作盤への電気配線について見ると、分電盤にはヒューズ

が設置され、配線等のショート（短絡）により操作盤機器へ過大な電気が流れるのを防いでい

るが、漏電を防ぐ機能はない。 

このため、当設備は、電気設備の技術基準を定める省令等に適合しておらず、漏電による人

身事故や電気火災が発生するおそれがある大変危険なものとなっている。 

遠隔操作盤の電気配線保護装置としては、過電流と漏電の両保護機能を兼ね備えた漏電遮断

器を設置することが必要である。 

保安確保が図れるよう照明用遠隔操作盤の電気配線保護対策を適正に行われたい。 

（ 教 育 庁 ） 

（注）漏電 

電気が、本来流れてはいけない部分に漏れ流れてしまうこと。 

 
（２）内装工事における間仕切壁仕様の選定を適切に行うべきもの（指摘事項） 

警視庁小岩警察署庁舎（Ｈ１６）改築工事（その２）ほか１件（江戸川区東小岩六丁目９番

１７号、工期：平成１７．３．１０～平成１９．７．３１ほか、請負金額計：１８億８，５４

４万３，０００円）は、旧庁舎が狭あい化・老朽化し、耐震性にも課題があるため、新庁舎（鉄

骨鉄筋コンクリート造地下２階地上５階建、延べ面積約８，６１１ｍ２）を建築するものであ

る。 

このうち、内装工事の軽量鉄骨下地間仕切壁について見ると、証拠品保管庫やトイレなどの

間仕切壁に、遮音性能の高い割高な仕様の間仕切壁が用いられている。 

しかしながら、同間仕切壁の仕様は、庁の設計標準において遮音性能を確保する必要がある

取調室などに用いるものとなっている。 

証拠品保管庫などに同仕様は不要なことから、積算額約５９５万円が過大なものとなってい

る。 

内装工事における間仕切壁仕様の選定を適切に行われたい。 

（ 警 視 庁 ） 
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２ 積算（単価設定等） ※ 重点監査事項 
（３）型枠工の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

南千住公園基盤整備工事（１７白－２）（荒川区南千住三丁目地内及び八丁目地内、工期：平

成１７．１１．２４～平成１８．３．３１、請負金額：１億２５９万８，６５０円）は、良好

な環境を形成するため、白鬚西地区市街地再開発事業の一環として、南千住公園の入江に面し

たテラスの整備を行うものである。 

このうち、鋼管矢板等頭部の笠コンクリートの積算について見ると、型枠工は川側の台船上

から施工するものとして計上されている。 

しかしながら、鋼管矢板等背面側の型枠工については、埋立てを行った後に陸上からの施工

が可能なため、割高となる川側からの費用計上は妥当ではない。 

このため、積算額約２４６万円が過大なものとなっている。 

施工手順を踏まえ、型枠工の積算を適正に行われたい。 

（ 都市整備局 ） 

 

（４）リフターレール取付け用アンカーボルトの単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都営住宅１６Ｈ－１０２北（村山）工事（武蔵村山市緑が丘２５４１番１ほか、工期：平成

１６．９．８～平成１８．４．３、請負金額：６億７，１８９万５，０００円）は、都営住宅

建替事業推進のため、鉄筋コンクリート造１０階建１２０戸（延べ面積約６，６３７ｍ２）を

建築するものである。 

このうち、車イス用住宅（５戸）の金属工事の積算について見ると、室内移動を円滑にする

ために設けるリフターレール取付け用アンカーボルトの単価は、局の設定している単価がある

にもかかわらず、誤って割高な単価を用いている。 

このため、積算額約２４１万円が過大なものとなっている。 

リフターレール取付け用アンカーボルトの単価設定を適正に行われたい。 

（ 都市整備局 ） 

 

（５）断熱材の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

路上生活者緊急一時保護センター千代田寮（Ｈ１７）新築工事（千代田区五番町地先、工期：

平成１７．４．１～同年８．１５、請負金額：６，３０６万１，３２０円）は、特別区内の路

上生活者に対し社会復帰を支援するため、軽量鉄骨プレハブ造２階建（延べ面積約６４６ｍ２）

を建築するものである。 

このうち、内装工事について見ると、壁の断熱材はグラスウールにより設計、施工されてい

る。しかしながら、積算において断熱材の単価（材工共）は、誤って割高なグラスウールボー

ドのものが計上されている。 

このため、積算額約１０８万円が過大なものとなっている。 
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断熱材の単価設定を適正に行われたい。 

（ 福祉保健局 ） 

（注）１ グラスウール 

ガラス繊維を綿状に加工したもので、断熱材や吸音材として用いられる。 

（注）２ グラスウールボード 

ガラス繊維に接着剤を加え圧縮成形し板状にしたもので、吸音材や保温材として用

いられる。 

 

（６）酸化エチレン排出ガス処理装置の搬入設置費の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

酸化エチレン排出ガス対策工事（東京都立墨東病院、墨田区江東橋四丁目２３番１５号、工

期：平成１８．２．３～同年３．３１、請負金額：１，５５１万９，０００円）は、「都民の

健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）」に基づき、滅

菌として使用した後の有害な酸化エチレンガスの排出基準値を満すため、処理装置を設置する

ものである。 

このうち、同処理装置搬入設置費の積算について見ると、業者からの見積りにより単価を設

定している。 

しかしながら、その単価は１８万円であるにもかかわらず、誤って１８０万円として積算し

ている。 

このため、積算額約１７０万円が過大なものとなっている。 

酸化エチレン排出ガス処理装置の搬入設置費の単価設定を適正に行われたい。 

（ 病院経営本部 ） 

 

（７）ＬＡＮ配線のケーブル材料費及び工費の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

ＴＡＩＭＳ用ＬＡＮ工事（東京都立神経病院 府中市武蔵台二丁目６番地の１、工期：平成

１７．９．８～同年９．２６、請負金額：２４０万７，６５０円）は、ＴＡＩＭＳ端末を増設

するため、通信用の配線工事を行うものである。 

このうち、同工事の設計について見ると、配線はツイストペアケーブル（４対）を採用して

いる。 

しかしながら、積算に当たり、同材料費及び工費の単価について、誤ってツイストペアケー

ブル（２４対）のものを用いている。 

このため、積算額約９２万円が過大なものとなっている。 

ＬＡＮ配線のケーブル材料費及び工費の単価設定を適正に行われたい。 

（ 病院経営本部 ） 

（注）ＴＡＩＭＳ 

東京都高度情報化推進システムの略称 
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（８）特殊ブロック設置工の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

自転車道整備工事（１７一－１）及び路面補修工事（１の２）（千代田区皇居外苑地内、工期：

平成１７．８．１～平成１８．３．１３、請負金額：１億５，２２５万円）は、環境に優しい

手軽な交通手段として自転車の利用促進を図るため、内堀通りの歩道（延長５８６ｍ）を整備

し、併せて経年劣化した車道舗装を低騒音舗装に打換えるものである。 

このうち、自転車道整備工事の特殊ブロック設置工（擬石透水性平板ブロック舗装３，０８

４ｍ２、視覚障害者誘導ブロック５４ｍ２）の積算について見ると、単価には、材料として使用

する敷砂、透水シートの費用が計上されている。 

しかしながら、同材料費は、局基準によると、諸雑費に含まれているとされていることから、

二重計上となっている。 

このため、積算額約１２３万円が過大なものとなっている。 

特殊ブロック設置工の単価設定を適正に行われたい。 

（ 建 設 局 ） 

 

（９）道路打換工の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

路面補修工事（２の２０・二層式低騒音舗装）（大田区羽田一丁目地内から同区東糀谷三丁目

地内、工期：平成１７．１１．２１～平成１８．３．３１、請負金額：１億１６４万円）は、

環八通りの路面補修のため、舗装版の取りこわしから舗装まで即日施工する急速施工により二

層式低騒音舗装等（延長２３９ｍ、幅員３０ｍ、面積４，３９３ｍ２）に打換えるものである。 

このうち、道路打換工の積算について見ると、単価を設定するに当たり、積算システムへの

施工条件の入力を舗装版の取りこわし厚さ２５cm とすべきところ、誤って３５cm としている。 

このため、積算額約１１４万円が過大なものとなっている。 

道路打換工の単価設定を適正に行われたい。 

（ 建 設 局 ） 

 

（１０）業者からの見積りによる機器の単価設定について検討すべきもの（意見・要望事項） 

神田川・環状七号線地下調節池（第二期）善福寺川取水施設設備工事（その７）（杉並区堀ノ

内二丁目地内、工期：平成１７．１０．４～平成１９．２．２６、請負金額：３億４，２９４

万５，１２０円）は、洪水時に、善福寺川の水量を環状七号線地下調節池へ一時貯留し、その

水量を平常時に善福寺川へ排水するため、排水ポンプ等を設置するものである。 

このうち、排水ポンプ、電動機、弁類などの機器の単価について見ると、業者からの見積り

により設定しているが、排水設備全体の総価を比較し、一番安価な総価を示したものの個々の

機器単価を使用している。 

ところで、局の見積り要領では、機器の「見積価格の比較において、同一種類、同機能の場

合には、原則として製品の個々の比較によらずグループの総価による査定を行う」とされてい
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る。 

しかしながら、同規定によると、グループの総価による査定を行うとは、プラント設備など、

全体を性能発注する場合である。当工事のように、他社の機器を組み合わせて機能を発揮でき

る場合には、排水ポンプ、電動機、弁類ごとを、グループの総価として取扱い査定を行うこと

ができる。 

仮に、このように機器単価を設定した場合、積算額約２，５８３万円が縮減できる。 

局は、コスト等を踏まえ、業者からの見積りによる機器の単価設定について検討されたい。 

（ 建 設 局 ） 

 

（１１）モノレール運搬工の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

御岳山（２）地区災害関連緊急急傾斜地崩壊防止工事（青梅市御岳山地内から同市御岳二丁

目地内、工期：平成１７．１１．２８～平成１８．１２．２２、請負金額：１億５，０２４万

円）は、豪雨により崩壊した急傾斜地の復旧を図るため、法面工等を施工するものである。 

このうち、モノレールによる土砂及びコンクリート塊の現場内小運搬の積算について見ると、

局基準では、土木工事においてモノレール運搬を行う場合の歩掛が定められていないため、地

質調査委託における単価を用いて行っている。 

しかしながら、この単価は、地質調査を行う際の機材等の現場内運搬に適用するものである。

当工事のような土砂等を運搬する場合は、社団法人日本治山治水協会、日本林道協会積算要領

（森林整備必携）のモノレール運搬歩掛により算定することが実態に即しており適正である。 

このため、同積算要領の歩掛に基づき積算を行うと、積算額約１，８８３万円が低減できる

ものである。 

モノレール運搬工の積算を適正に行われたい。 

（ 建 設 局 ） 

（注）歩掛 

各種工事を施工するために必要な単位作業量当たりの作業員や機械等の数量 

 

（１２）メッシュフェンスの材料単価の設定を適切に行うべきもの（指摘事項） 

武蔵野の森公園整備工事（調布市西町地内ほか、工期：平成１７．１０．３～平成１８．２．

１６、請負金額：５，２６０万７，１００円）は、防災機能を確保するため、調布基地跡地利

用計画に基づき、救援・復興の拠点として公園の整備を行うものである。 

当工事では、高さ（０．８ｍ、１．８ｍ、２．４ｍ）の異なるメッシュフェンスを設置して

いるが、同フェンスの材料単価は、定期刊行物及び同製品カタログ価格表のものが用いられて

いる。 

このうち、高さ２．４ｍのメッシュフェンスについて見ると、同フェンスの材料単価は、定

期刊行物に掲載されていないことから、Ａ社のカタログ価格の９０％としている。 
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しかしながら、この単価は、定期刊行物に掲載されている高さ３ｍのものより割高となって

おり、不合理なものとなっている。 

このような場合、定期刊行物とＡ社のカタログ価格を比較して、実態を考慮のうえ単価設定

することが適切である。 

このことにより、積算額約１７０万円が低減できるものである。 

メッシュフェンスの材料単価の設定を適切に行われたい。 

（ 建 設 局 ） 

 

（１３）工事費の積算を適正に行うとともに再発防止を徹底すべきもの（指摘事項） 

平成１７年度大井ふ頭背後道路改良工事（品川区八潮二丁目から大田区東海四丁目地内、工

期：平成１７．１０．３～平成１８．３．３０、請負金額：８億１，４７４万７，５００円）

は、交通渋滞や事故を防止するため、ふ頭への入場待ちのコンテナ車と一般車両を分離するこ

ととし、中央分離帯の一部を車道化するなど、コンテナ車の専用車線を設けるものである。 

このうち、本工事の積算において、次のとおり複数の違算が認められた。 

まず、舗装工の積算について見ると、局基準によれば、幅員１．４ｍ以上の車道舗装１，７

２６ｍ２は機械施工となっているが、誤って割高な人力施工として費用を計上している。 

現場では局基準と同様に機械施工で行っている。 

このため、積算額約１，５７９万円が過大なものとなっている。 

また、防護柵工（３，７６８ｍ）の単価（材工共）について見ると、材料のみとなっており、

設置手間の費用が計上されていない。 

このため、積算額約１，８４３万円が過少なものとなっている。 

１件の工事で、これらの違算を行うことは、極めて不適正なものである。 

工事費の積算を適正に行うとともに、再発防止を徹底されたい。 

（ 港 湾 局 ） 

 

（１４）係船柱取付工事の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

平成１７年度中央防波堤内側埋立地建設発生土積出桟橋（－７．５ｍ）建設工事（江東区青

海二丁目地先、工期：平成１７．１０．１１～平成１８．３．３０、請負金額：８億３，９４

５万４，０００円）は、建設発生土の広域利用等を促進するため、建設発生土の城南島受入基

地が中央防波堤内側埋立地に移転することに伴い、建設発生土の積出桟橋（１基、延長１３０

ｍ）を建設するものである。 

このうち、建設発生土を積み出す船を係留するための係船柱設置工（７基）の積算について

見ると、積算は積算システムを用い、設置工数７基を入力することにより行っている。 

しかしながら、当該システムの誤りにより当該単価は１基当たりとすべきところ、２基当た

りと設定しているため、取付け工事費が２倍となっている。このことから、積算額約２７８万
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円が過大なものとなっている。 

また、当該工事の施工条件から、海上施工として積算すべきところ、当システムへの入力を

誤って陸上施工としているため、積算額約１９７万円が過少なものとなっている。 

このため、全体として積算額約８１万円が過大なものとなっている。 

積算システム及び施工条件において、係船柱取付工事の単価設定を適正に行われたい。 

（ 港 湾 局 ） 

 

（１５）受水槽等清掃の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

東雲庁舎設備運転管理委託（江東区東雲二丁目７番４１号、委託期間：平成１７．４．１～

平成１８．３．３１、委託金額：３，０７６万５，０００円）は、同庁舎の１号棟及び２号棟

（１号棟の住宅部分は除く）の環境を良好に維持するため、空調換気設備、給排水衛生設備等

に係わる運転、保守等の管理業務を行うものである。 

このうち、給排水衛生設備の受水槽等清掃の積算について見ると、財務局制定の維持保全業

務積算基準に基づき行われている。 

同基準は、定期点検保守業務機械設備のうち、受水槽及び高置水槽、汚水槽及び雑排水槽等

の清掃の単価について、その数量に応じた大規模委託の低減率（１０～３５％）を定めている。

しかしながら、本件についてはこの低減が行われていない。 

このため、財務局が参考に示す低減率に基づいて積算すると、積算額約５７万円が過大なも

のとなっている。 

また、同様な庁舎の建物管理委託７件の積算について見ると、適用する基準を定めていない

部所や、定めた基準以外の基準により積算しているものがあり、不統一となっている。 

局は、受水槽等清掃の積算を適正に行うとともに、積算に適用する基準を整理されたい。 

（ 交 通 局 ） 

 

（１６）床等の穴開け及び補修費の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

葛西寮改修第二期（機械設備）工事（江戸川区中葛西四丁目９番２４号、工期：平成１７．

４．６～平成１８．３．１４、請負金額：７，３２９万円）は、家族室及び独身室の改修に伴

い、給排水衛生設備等の整備を行うものである。 

このうち、本工事の積算について見ると、給排水管等の設置に伴う床の穴開け及び補修費の

単価は、床の厚さ１５０mm程度を誤って３００mm程度のものが用いられている。 

また、はつり過ぎの防止等のため、機械はつり補修（コアードリル）の単価を採用すべきと

ころ、誤って割安な手はつり補修のものとしている。 

さらに、穴開け及び補修箇所については、５１８箇所（床２８６、壁２３２）を誤って過少

に２２６箇所（床２２２、壁４）と計上している。 

このため、過大な積算額が約１０７万円、過少な積算額が約６６万円、併せて約４１万円が
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過大な積算額となっている。 

床等の穴開け及び補修費の積算を適正に行われたい。 

（ 交 通 局 ） 

 

（１７）外壁タイルの単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

東村山浄水管理事務所本館耐震補強その他工事（東村山市美住町二丁目２０番２３６、工期：

平成１８．２．２～平成１９．７．３０、請負金額：６億９，１５３万円）は、当該施設の耐

震性と機能向上を図るため、鉄筋コンクリート造地下１階地上４階建（延べ面積約５，３７６

ｍ2）の本館耐震補強工事及び薬品管理棟ほか３棟の改修工事を行うものである。 

このうち、外壁タイル工事の積算について見ると、外壁タイル貼り単価（材工共）は、局が

設定している基準に該当するものがないため、国土交通省が定めた公共建築工事標準歩掛を用

いて設定している。 

しかしながら、当該歩掛を用いるに当たり、セメント及び細骨材（砂）の材料費のみ計上す

べきところ、誤って施工手間を含む下地モルタルの費用を計上しているため、割高な単価とな

っている。 

このため、積算額約８４万円が過大なものとなっている。 

外壁タイルの単価設定を適正に行われたい。 

（ 水 道 局 ） 

 

（１８）外壁改修工事における枠組足場等の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

品川営業所庁舎改修その他工事（品川区西中延一丁目９番１０号、工期：平成１７．７．１

４～平成１８．１．１３、請負金額：２，６２６万１，５５０円）は、執務環境の改善を図る

ため、既存庁舎（鉄筋コンクリート造３階建、延べ面積約１，６０１ｍ2）内部の改修及び経年

劣化した外壁改修等を行うものである。 

このうち、本工事に伴う仮設工事の積算について見ると、外壁改修のため設置する枠組足場

及び養生シートの単価は、設置期間が新築工事の半分程度であり、改修工事として積上げた単

価を用いるべきところ、誤って設置期間の長い新築工事用の単価を用いている。 

このため、積算額約１２８万円が過大なものとなっている。 

外壁改修工事における枠組足場等の積算を適正に行われたい 。 

（ 水 道 局 ） 

 

（１９）直流電源設備における蓄電池の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

（仮称）多摩水道改革推進本部庁舎電気設備工事（立川基地跡地関連地区土地区画整理事業

地内８街区１の２画地、工期：平成１６．１１．２０～平成１８．６．３０、請負金額：５億

１，７０７万２，５００円）は、市町に事務委託している水道事業を都が直接事業運営するた
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め、多摩地域における水道事業の重要拠点として新築する庁舎の電気設備工事を行うものであ

る。 

このうち、非常照明等に用いる直流電源設備の積算について見ると、蓄電池の単価は見積り

により設定している。 

しかしながら、局基準では、局で定めた標準価格のない単価は次の１から２の順位で採用す

ることになっている。 

１ 定期刊行の物価資料（公表価格を除く。） 

２ カタログ価格、公表価格、見積り処理及び実績価格 

当工事の蓄電池の単価は、標準価格になく、１の定期刊行の物価資料に掲載されており、こ

れにより単価設定を行うべきである。 

このため、積算額約１８１万円が過大なものとなっている。 

直流電源設備における蓄電池の単価設定を適正に行われたい。 

（ 水 道 局 ） 

 

（２０）業者からの見積りによる単価設定に当たり適正なものとなるよう検討すべきもの 

（意見・要望事項） 

三郷浄水場受変電所ほか７箇所周囲さく取替工事（三郷浄水場外、工期：平成１７．１１．

１５～平成１８．３．１５、請負金額：２，７６４万６，５００円）は、場内の適正な管理の

ため、老朽化した柵の取替えを行うものである。 

ところで、局基準では、業者からの見積りを基に単価設定する場合は、内容を十分精査し、

信頼性を確認のうえ、他社に比べ著しく高い異常値を排除して決定することとしている。 

しかしながら、本工事のうち沈砂池等の柵設置工の積算について見ると、柵の材料単価は３

社から見積りを取り、その内１社の見積り単価は他の２社の平均の約２倍と異常に高い見積り

金額であるにもかかわらず、これを排除せず、３社の平均値をもとに設定しているため、割高

なものとなっている。 

これは、異常値の排除等について、局基準の適用への理解が十分でないことなどを要因とし

て生じたものである。 

仮に、異常に高い１社の見積り金額を排除して材料単価を設定すれば、積算額約４７２万円

が縮減できるものである。 

局は、業者からの見積りによる単価設定に当たり適正なものとなるよう検討されたい。 

（ 水 道 局 ） 

 

（２１）泥土圧式推進工における排泥管設置撤去費の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

足立区保木間一丁目地先から小右衛門給水所間送水管（１，６００㎜）トンネル内配管及び

立坑築造並びに送水管（１，６００㎜）新設工事（足立区保木間一丁目３４番地先から小右衛
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門給水所（同区中央本町三丁目８番地）間、工期：平成１７．１０．２７～平成２０．４．９、

請負金額：１３億１，２５０万円）は、事故時や渇水時にも安定的な給水を確保するため、小

右衛門給水所と北部幹線間の送水管（１，６００㎜）新設工事の一部を施工するものである。 

このうち、泥土圧式推進工の排泥管設置撤去費（地上・立坑、φ１５０㎜、延長約４１ｍ）

の積算について見ると、社団法人日本下水道管渠推進技術協会積算要領に基づき算出している

が、１００ｍ当たりの単価を誤って１ｍ当たりのものとしたため、１００倍となっている。 

このため、積算額約２，３２６万円が過大なものとなっている。 

泥土圧式推進工における排泥管設置撤去費の積算を適正に行うとともに、再発防止に向けて

チェック体制の強化等を図られたい。 

（ 水 道 局 ） 

 

（２２）木製棚の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

西部第二管理事務所練馬出張所改築工事（練馬区豊玉北四丁目１５番１号、工期：平成１７．

９．２６～平成１８．３．２４、請負金額：１億８０万円）は、練馬東及び練馬西出張所の統

合に伴い、練馬東出張所跡地に、鉄筋コンクリート造２階建（延べ面積約５２６ｍ２）の練馬

出張所を建築するものである。 

このうち、木製棚製作の積算について見ると、木製棚は家具であるとして、家具メーカーの

見積りにより単価設定している。 

しかしながら、この木製棚の仕様であれば、家具とするのではなく、木工事として局が設定

している歩掛を準用し単価設定することが適正である。 

このため、積算額約８３万円が過大なものとなっている。 

木製棚の単価設定を適正に行われたい。 

（ 下 水 道 局 ） 

 

（２３）大量に分析を行う場合の土壌分析費の単価設定について検討すべきもの（意見・要望事項） 

東尾久浄化センター土壌調査（荒川区東尾久七丁目２４番地先、工期：平成１７．６．１３

～同年１２．６、請負金額：７，５５４万４，３５０円）は、浸水地域の浸水被害を軽減する

ために新設する東尾久浄化センターの主ポンプ棟敷地について、土壌調査を実施するものであ

る。 

このうち、土壌調査の積算について見ると、土壌分析費は局単価により積算している。この

局単価は通常積算に用いられる刊行物の単価と同額となっている。 

しかしながら、刊行物の単価は１０検体までの小口分析を対象として設定されたものである。 

本調査（２，４９５検体）のように同一業者において大量の分析を行う場合は、別途、検体

数を明示し見積りを取るなどにより、適切な単価設定を行い、コスト縮減に努めることが必要

である。 
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局は、土壌調査において大量に分析を行う場合の土壌分析費の単価設定について検討された

い。 

（ 下 水 道 局 ） 

 

（２４）路面覆工の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

あきる野幹線その５工事（檜原村下元郷地内～あきる野市乙津地内、工期：平成１７．６．

２７～平成１８．３．２２、請負金額：２億３，９０８万５，０００円）は、下水道施設の拡

充を図るため、檜原村、あきる野市の一部の汚水を収容するあきる野幹線の一部を施工するも

のである。 

このうち、立坑部（３箇所）の路面覆工（合計面積３６ｍ２）の積算について見ると、立坑

内の作業に際して覆工板の日々開閉に伴う経費は、局基準の歩掛「覆工板・受桁の設置・撤去」

を基に計上されている。 

しかしながら、この歩掛による単価には、覆工板の開閉のみならず覆工板を支える受桁等の

設置撤去経費も含まれている。当該作業のように覆工板の開閉のみを行う場合、同基準の適用

は過大なものとなるため、局基準の歩掛「覆工板の設置・撤去」を準用し、これにより積算す

ることが適正である。 

このため、積算額約３６３万円が過大なものとなっている。 

路面覆工の積算を適正に行うとともに、覆工板開閉作業に係る局積算基準の適用について整

理、周知を図られたい。 

（ 下 水 道 局 ） 

 

（２５）格子フェンス設置工の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都立調布北高等学校（１７）道路補償工事及びその他改修工事（調布市深大寺北町五丁目３

９番地１、工期：平成１７．１２．１６～平成１８．３．１３、請負金額：８，０３３万８，

６５０円）は、調布都市計画道路３・２・６号（調布保谷線）整備に伴う学校施設の機能回復

を図るため、外構施設などの移設工事等及びその他改修工事を行うものである。 

このうち、東側格子フェンス設置工（高さ１．５ｍ、延長約１０５ｍ）の積算について見る

と、コンクリート基礎部分の経費を含む単価により行っている。 

しかしながら、同フェンスは、当工事で築造した擁壁上に設置しているため、フェンスの設

置経費のみを計上すべきであり、基礎部分の経費は不要である。 

このため、積算額約１８４万円が過大なものとなっている。 

格子フェンス設置工の積算を適正に行われたい。 

（ 教 育 庁 ） 
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（２６）土工事における土砂埋め戻し工の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

旧東京都府中青年の家（１７）解体工事（府中市是政六丁目３２番地１０、工期：平成１７．

９．９～同年１２．２０、請負金額：４，９７５万３，２００円）は、施設の廃止に伴い、土

地を原状回復し所有者に返還するため、鉄筋コンクリート造３階建の管理・宿泊棟ほか１棟（延

べ面積約３，３６８ｍ２）を解体するものである。 

このうち、土工事の積算について見ると、建物解体後の土砂埋め戻し工は、局の定める単価

があるにもかかわらず、誤って割高なものを用いている。 

このため、積算額約４１１万円が過大なものとなっている。 

土工事における土砂埋め戻し工の単価設定を適正に行われたい。 

（ 教 育 庁 ） 

 

（２７）空調換気扇の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都立八王子盲学校（１７）空調設備改修工事（八王子市台町三丁目１９番２２号、工期：平

成１７．７．５～同年１０．１１、請負金額：３，２４９万１，２００円）は、教室の室内環

境を改善するため、空調設備を設置するものである。 

このうち、室内天井に取り付ける空調換気扇の積算について見ると、同機器材は庁で定めた

単価がないため、業者からの見積りにより設定している。 

しかしながら、庁基準では、庁で定めた標準価格のない単価は、次の１から３の順位で採用

することになっている。 

１ 建設資材定期刊行物 

２ 公表価格（カタログ価格） 

３ 見積り価格 

当工事の空調換気扇（天吊露出形）の単価は、１の建設資材定期刊行物に掲載されており、

これにより単価設定を行うべきである。 

このため、積算額約９２万円が過大なものとなっている。 

空調換気扇の単価設定を適正に行われたい。 

（ 教 育 庁 ） 

 

（２８）アンカー設置工の単価設定を適正に行うべきもの（指摘事項） 

御蔵島道路災害防除工事（その１）（御蔵島村南郷地内、工期：平成１６．８．２０～平成１

７．３．１０、請負金額：５，５６４万２，６５０円）は、一般都道御蔵島環状線（第２２３

号）の斜面からの落石等を防除するため、落石防護網等を施工するものである。 

このうち、ポケット式落石防護網工事のアンカー設置工について見ると､落石防護網を支持す

るのに用いられる高耐力アンカーはプレート羽根付により設計、施工されている。 

しかしながら、積算において同アンカーの単価（材工共）は、誤って割高な溝形鋼羽根付の
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ものが計上されている。 

このため、積算額約１０８万円が過大なものとなっている。 

ポケット式落石防護網工事におけるアンカー設置工の単価設定を適正に行われたい。 

（ 島しょ（総務局） ） 

 

３ 積算（数量算出等） 

（２９）基礎杭撤去工事の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都立松沢看護専門学校（Ｈ１７）解体工事（世田谷区上北沢二丁目１番６号、工期：平成１

７．１２．９～平成１８．３．２０、請負金額：８，４３９万９，０００円）は、閉校に伴い、

鉄筋コンクリート造５階建ほか３棟（延べ面積約６，９５５ｍ２）の校舎及び付属棟を解体す

るものである。 

このうち、基礎杭撤去工事の積算について見ると、撤去する基礎杭（φ７００～１２００、

２１本）の数量算出に当たり、撤去杭１本当たりの実際の長さは１０．５ｍであるにもかかわ

らず、誤って地表面から杭頭までの基礎高さ１．５ｍを加え、１２ｍとしている。 

このため、積算額約１１３万円が過大なものとなっている。 

基礎杭撤去工事の積算を適正に行われたい。 

（ 財 務 局 ） 

 

（３０）鉄骨加工費の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都立神代高等学校（Ｈ１７）改築及び耐震補強工事（調布市若葉町一丁目４６番地１、工期：

平成１７．６．２８～平成１９．２．２８、請負金額：４億１，７３７万５，０００円）は、

校舎等の耐震性向上を図るため、鉄筋コンクリート造３階建校舎１号棟（延べ面積約１，７４

６ｍ２）の改築及び既存校舎３棟ほかの耐震補強工事等を行うものである。 

このうち、エレベーター棟及び鉄骨階段の鉄骨工事の積算について見ると、鉄骨加工費は、

鋼板加工費単価とＨ形鋼加工費単価の両方に鋼材総使用量を乗じて算出している。 

しかしながら、鉄骨加工費は、鋼板加工費単価とＨ形鋼加工費単価にそれぞれ使用する数量

を乗じて算出すべきものであり、鋼材総使用量を両方に乗じて算出することは適正でない。こ

のことに伴い、適用単価及び数量算出に一部誤りが認められた。 

このため、積算額約１６３万円が過大なものとなっている。 

鉄骨加工費の積算を適正に行われたい。 

（ 財 務 局 ） 

（注）鋼材総使用量 

（鋼材総使用量）＝（鋼板の使用量）＋（Ｈ形鋼の使用量） 
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（３１）配線工事における仮設足場・養生費の計上を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都立広尾病院タイムズ電気設備工事（渋谷区恵比寿二丁目３４番１０号、工期：平成１７．

１１．１７～平成１８．１．３１、請負金額：９９３万３，０００円）は、ＴＡＩＭＳ端末を

増設するため、電源用及び通信用の配線工事を行うものである。 

このうち、配線工事の積算について見ると、既設天井内ころがし配線敷設のため、仮設足場・

養生費を計上している。 

しかしながら、ころがし配線においては、一般的に同経費は不要であり、実際に施工時にお

いても同仮設を行っていない。 

このため、積算額約１０５万円が過大なものとなっている。 

配線工事における仮設足場・養生費の計上を適正に行われたい。 

（ 病院経営本部 ） 

（注）１ ＴＡＩＭＳ 

東京都高度情報化推進システムの略称 

（注）２ ころがし配線 

ケーブルを配管やダクトに収めずに、天井裏や中空壁内などのかくれた部分に直接 

配線する方法。通常、仮設足場を組んだり養生は行わない。 

 

４ 積算（諸経費等） 

（３２）改修工事における共通費の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

東京都立松沢病院（Ｈ１７）Ｂ２１棟改修工事（世田谷区上北沢二丁目１番１号、工期：平

成１８．１．１９～同年３．２４、請負金額：１，０８３万６，０００円）は、精神科救急入

院の施設基準を満たすため、既存病棟（鉄筋コンクリート造平屋建、延べ面積約９1０ｍ２）の

内部を改修し、便所、処置室等を設置するものである。 

このうち、共通費の積算について見ると、局基準では、共通費の算出に当たり、工事費等に

応じて定めた率を用いるとしているが、次のとおり誤りが認められた。 

① 共通仮設費（率分）及び現場管理費（率分）では、トイレブースや流し台等の工事には

低減した率を用いるべきであるにもかかわらず、誤って一般の工事に適用する率を用いて

いる。 

② 現場管理費（率分）及び一般管理費等では、工事費等に応じた率を適用すべきところ、

誤って最も高い率を用いている。  

このため、積算額約９０万円が過大なものとなっている。 

改修工事における共通費の積算を適正に行われたい 。 

（ 病院経営本部 ） 

（注）共通費 

共通仮設費、現場管理費、一般管理費等からなり、工事費等に応じて定めた率を、各々
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の対象額に乗じるなどして算出する。 

 

（３３）支出科目の異なる工事を一括で発注する場合における共通費の積算を適正に行うべきもの 

（指摘事項） 

東村山浄水場１急系沈でん池（２群）フロキュレータ整備工事（東村山市美住町二丁目２０

番地２３６、工期：平成１８．３．２～同年８．２３、請負金額：１億２９０万円）は、長年

の使用によりフロキュレータの軸、軸受等に磨耗、劣化が進んでいるため、これを取替、補修

するとともに、機器等の搬出入用として門型クレーンを設置するものである。 

このうち、共通費（率分）の積算について見ると、工種により設備補修費（フロキュレータ

補修）と施設整備費（門型クレーン設置）は支出科目が異なっているため、それぞれ単独の工

事として対象額に見合う諸経費率により共通費を算出し、合算したものを同経費としている。 

しかしながら、当工事は１工事案件であることから、設備補修費（フロキュレータ補修）と

施設整備費（門型クレーン設置）を合計し、その対象額に見合う諸経費率で、共通費（率分）

を算出すべきである。 

このため、積算額約９３万円が過大なものとなっている。 

支出科目の異なる工事を一括で発注する場合における共通費の積算を適正に行われたい。 

（ 水 道 局 ） 

（注）フロキュレータ 

ゆっくりかき回して、水の中の濁りなどを凝集剤の効果により大きく結合させ、沈でん

しやすくするための装置をいう。 

 

（３４）専門工事における諸経費の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

朝霞浄水場本館屋根防水補修工事（埼玉県朝霞市宮戸一丁目３番１号、工期：平成１８．２．

９～同年５．２３、請負金額：１，０００万２００円）は、経年劣化による漏水防止のため、

同浄水場本館（鉄筋コンクリート造地下３階地上２階建、延べ面積約１１，７５７ｍ２）屋根

の防水補修工事を行うものである。 

ところで、局基準では、専門工事を単独で発注する場合は、専門工事の諸経費率を用いて諸

経費を算出することになっている。 

しかしながら、本工事の諸経費の積算について見ると、専門工事であるにもかかわらず一般

的な工事における諸経費率を用いて算出しており、適正なものとなっていない。 

このため、積算額約１７５万円が過大なものとなっている。 

専門工事における諸経費の積算を適正に行われたい。 

（ 水 道 局 ） 
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（３５）フリーアクセスフロア工事における局基準の共通費について検討すべきもの 

（意見・要望事項） 

葛西水再生センター汚泥処理棟設備再構築に伴う建設工事（江戸川区臨海町一丁目先（葛西

水再生センター内）、工期：平成１７．１０．１１～平成１８．８．３、請負金額：９，１３

５万円）は、下水道施設の充実を図るため、汚泥処理設備の更新に伴い、配電盤室の改修等を

行うものである。 

このうち、共通費の積算について見ると、本件配電盤室に使用しているフリーアクセスフロ

アの工事費は、局基準に明確な規定がないため、共通費の補正対象としていない。 

ところで、ＯＡフロアの工事費は現場での作業が少ないなどのため、局基準では共通費の補

正対象とし、共通費の低減を行うこととしている。 

しかしながら、本件フリーアクセスフロアは、ＯＡフロアと同様のものであるにもかかわら

ず、補正対象とせず、同経費を低減していないのは適切ではない。 

仮に、フリーアクセスフロア工事を共通費の補正対象とすれば、積算額約１０４万円が縮減

できるものである。 

局は、フリーアクセスフロア工事における局基準の共通費について検討されたい。   

（ 下 水 道 局 ） 

（注）フリーアクセスフロア 

フリーアクセスフロアはコンピューター等の床下配線を容易にするために、工場で作成

した部材を現場で設置する二重床で、用途により必要な床高からオフィス（ＯＡ）用と電

算室用とに分類される。 

 

（３６）前払金対象工事の一般管理費等の積算を適正に行うべきもの（指摘事項） 

都では、土木・建築工事等について、請負者が工事着手に当たり必要資金を調達することに

配慮し、契約金額に対して一定割合の前払金を支出している。前払金を支出しない場合は、請

負者の調達資金の金利負担を軽減するため、工事費に係る一般管理費に一定の比率を乗じて補

正を行うことがある。 

しかしながら、 

① 葛西水再生センター流入渠その４工事（江戸川区臨海町一丁目、工期：平成１７．１０．

３～平成１８．３．３１、請負金額：３億７，６７１万９，０００円） 

② 錦糸町幹線再構築工事（墨田区錦糸一丁目、亀沢三、四丁目、工期：平成１８．２．２

７～同年８．１８、請負金額：３億６，８５５万円） 

の工事２件について見ると、４０％の前払金を支払うこととしているにもかかわらず、一般管

理費等の割増補正（１．０５）を行っていることは適正でない。 

このため、積算額合計約３３６万円が過大なものとなっている。 

前払金対象工事の一般管理費等の積算を適正に行われたい。 
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（ 下 水 道 局 ） 

 

５ 施工 

（３７）路床安定処理工事の契約変更及び施工管理を適正に行うべきもの（指摘事項） 

街路整備工事（１７新－１）（新宿区北新宿二丁目地内、工期：平成１７．８．２～平成１８．

３．１４、請負金額：１億６８０万８，１００円）ほか 1件は、都市機能の更新や交通渋滞の

解消を図るため、北新宿地区市街地再開発事業として新たに放射第６号線と放射第２４号線と

の交差部（延長約３５０ｍ）を整備するものである。 

このうち、軟弱な道路地盤を改良する路床安定処理工事の設計について見ると、使用するセ

メント系固化材は、市街地での混合作業となるため周辺環境への粉塵の飛散に配慮した特殊な

発塵抑制型とし、契約図書の一部である種別内訳書に固化材の仕様を明示している。 

しかし、工事に当たっての契約変更及び施工管理について見ると、以下の問題点が認められ

た。 

① 施工管理部所では、種別内訳書と異なる周辺に飛散の可能性が高い安価な一般型固化材

の使用を承認し施工を承諾しているが、契約変更手続きを行っていない。施工に使用した

一般型固化材に基づき積算すると、約６３６万円減額変更すべきであった。 

② 確実に地盤改良を行うため、事前に室内配合試験を行い、その結果により一部の区域で

は固化材を増量し設計変更している。しかしながら、結果として、施工後の地盤強度（Ｃ

ＢＲ値）は設計の求める値を満足しているものの、現場配合計画の確認が不十分であった

ため、改良面積全体の約５０％において改良に必要な割増しをせず、現場配合計画より少

ない固化材量で施工している。このことは、適正な施工管理となっていない。 

路床安定処理工事の契約変更及び施工管理を適正に行われたい。 

（ 都市整備局 ） 

（注）ＣＢＲ値 

道路地盤の支持力を表わす値 

 

（３８）危険を伴う作業の安全管理について請負者を適切に指導、監督すべきもの（指摘事項） 

八王子技術専門校建物管理委託（八王子市台町一丁目１１番１号、委託期間：平成１７．４．

１～平成１８．３．３１、委託金額：７９８万円）は、当校の学習環境を良好に維持するため、

庁舎清掃、消防設備、環境測定・検査、排水ドレン清掃等に関する保守等の管理業務を行うも

のである。 

本委託業務の実施状況について見ると、酸素欠乏、墜落の危険を伴う作業において次のとお

り不適切な事例が認められた。 

① 酸欠危険場所である雨水槽の清掃作業においては、酸素欠乏症等予防規則（昭和４７年 

労働省令第４２号）に定める安全作業に必要不可欠な酸素濃度の測定等が行われていない。 
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② 墜落危険場所である屋上等排水口の清掃作業では、労働安全衛生規則（昭和４７年 

労働省令第３２号）に定める墜落防止のための安全帯等を使用しないで作業を行っている。 

これらは、人身事故につながりかねない危険な作業である。 

事故を未然に防止するため、維持保全業務標準仕様書が定めている業務計画書、作業計画書

を提出させ、労働安全衛生法等の法規を遵守した安全対策を徹底させる必要がある。 

危険を伴う作業の安全管理について、請負者を適切に指導、監督されたい。 

（ 産業労働局 ） 

 

（３９）街きょ取りこわし工事等の契約変更手続きを適正に行うべきもの（指摘事項） 

路面補修工事（西の３５・歩道改善）（羽村市羽中三丁目地内、工期：平成１７．３．２８～

同年１０．５、請負金額：４，５９５万１，１５０円）は、車道部の路面補修とともに、老朽

化した歩道部既設側溝蓋の段差の解消等を行うものである。 

このうち、街きょ及び舗装版取りこわし工等の積算について見ると､当初、交通状況や周辺状

況から歩行者の通行を考慮し人力施工としていたが、施工現場では、歩行者通路を反対車線の

歩道へ切回すことが可能となったことから、機械で施工している。 

しかしながら、当初の条件が変更となって施工が行われているにもかかわらず、契約変更手

続きを行っていない。このため、積算額約３８０万円が過大なものとなっている。 

また、歩道部にある既設側溝の高さ調整に必要な切断費が計上されていない。このため、積

算額約３４万円が過少なものとなっている。 

このことから、全体として積算額約３４６万円が過大なものとなっている。 

街きょ取りこわし工事等の契約変更手続きを適正に行われたい。 

（ 建 設 局 ） 

（注）街きょ 

道路の路面排水を円滑に処理するため、歩道と車道の境に設置する構造物。 

 

（４０）高所作業における安全性をより高めるため、手すり先行工法による枠組足場を適正に行う

べきもの                                （指摘事項） 

街路築造に伴う横断通路等設置工事（１７南東－多摩３・１・６［川北下］）（稲城市百村地

内、工期：平成１７．１０．２６～平成１８．７．１９、請負金額：２億７，３０６万４，０

５０円）は、多摩南部地域における東西方向の幹線道路として南多摩尾根幹線を整備するため、

横断通路（内空幅９．０ｍ、高さ４．１ｍ、延長２７．３ｍ）、現場打Ｌ型擁壁（高さ５．３

ｍ～７．２ｍ、延長３６．０ｍ）等を築造するものである。 

ところで、局の工事では、高所作業における墜落･転落の防止対策の一環として、平成１６年

７月１日以降、枠組足場を設置する場合において、手すり先行工法を採用することとしている。 

しかしながら、現場打Ｌ型擁壁工事等の施工状況について見ると、足場工は手すり先行工法
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による枠組足場で行われていない。 

このことは、高所作業の安全性をより一層確保するうえから、適正でない。 

高所作業における安全性をより高めるため、手すり先行工法による枠組足場を適正に行われ

たい。 

  （ 建 設 局 ） 

（注）手すり先行工法による枠組足場 

足場の組立て・解体時に常に先行して手すりを設置し、囲まれた状態で作業ができるた

め、墜落災害等の危険性が少なくなる。 

 

（４１）排水管材料の変更に伴う契約変更手続きを適正に行うべきもの（指摘事項） 

道の沢火山治山激甚災害対策特別緊急工事（三宅村坪田地内、工期：平成１５．９．５～平

成１６．３．２５、請負金額：３億８，４１０万６，５００円）は、三宅島雄山噴火活動で発

生した泥流災害による荒廃山地を復旧整備するため、谷止工などを施工するものである。 

本工事では工事用の資機材や土砂運搬のため、既設林道から施工箇所まで仮設道を設置し、

降雨時、水流が発生する箇所の横断部では、排水のための管を埋設している。 

このうち、排水管材料について見ると、設計では転石等の衝撃に耐えられるよう強度のある

金属樹脂複合管を採用するとしていたものの、現場では転石等の危険もないため、より安価な

通常の高密度ポリエチレン管（ダブル構造）でよいと判断し、材料承諾申請書により変更を承

諾している。 

しかしながら、契約変更手続きを行っておらず、施工に使用した高密度ポリエチレン管によ

り積算すると、約２８４万円減額変更すべきであった。 

排水管材料の変更に伴う契約変更手続きを適正に行われたい。 

（ 島しょ（総務局） ） 

 

６ その他 

（４２）耐震改修実施設計における委託契約を適正に行うべきもの（指摘事項） 

１７築地市場水産物部本館耐震改修工事実施設計ほか 4件（中央区築地五丁目２番１号、委

託期間：平成１７．１２．９～平成１８．３．１５ほか、委託金額合計：９７１万２，５００

円）は、耐震改修計画及び耐震診断調査に基づき、既存建物の耐震補強等の設計を行うもので

ある。 

このうち、契約方法について見ると、本設計は、過年度に完了している耐震診断調査と一貫

性を持たせる必要があること、当該市場の業務内容及び敷地条件等を熟知していること等の理

由から、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第６号（競争入

札に付することが不利と認められるとき）の規定を根拠として、耐震診断調査の受託者と特命

随意契約を行っている。 
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しかしながら、同調査では、既存建物の構造強度、耐震性の判定、補強案等についての報告

書が作成されており、これを用いることにより、同調査の受託者以外でも耐震改修実施設計が

可能である。 

また、同実施設計は、耐震診断調査後に耐震改修設計指針が改訂されたこと等から、補強案

等の見直しが必要であり、特命随意契約とする特段の理由はない。 

耐震改修実施設計における委託契約を適正に行われたい。 

（ 中央卸売市場 ） 

 

（４３）現場事務所の土地使用料を請負者から適正に徴収すべきもの（指摘事項） 

大井給水所（仮称）ポンプ棟築造工事（大田区東海一丁目３番地１、工期：平成１７．７．

１９～平成２０．３．１２、請負金額：１５億９，２９２万３，５００円）は、安定給水を図

るため、配水区域をブロック化する一環として新設する大井給水所のポンプ棟を築造するもの

である。 

このうち、本工事の共通仮設費の積算について見ると、請負者が使用する現場事務所の土地

使用料は当工事費の共通仮設費に含まれている。 

しかしながら、請負者は現場事務所を局が所有管理する給水所用地内に設置しているにもか

かわらず、土地使用料を支払っていない。 

局は、平成１７年度（約１３７万円）及び平成１８年度（約３１４万円）の合計約４５１万

円の使用料を徴収すべきである。 

また、平成１９年度についても、同様な措置が必要である。 

現場事務所の土地使用料を請負者から適正に徴収されたい。 

（ 水 道 局 ） 
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別 表  平成１８年工事監査対象一覧表 
対  象  局 

監査対象期間 
対 象 工 事 等 件 数 対 象 額 

 総 務 局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・東京都公文書館（１７）屋上庇その他補修工

事 

・庁内放送及び庁内ＣＡＴＶ設備等保守委託 

ほか 

  件 

     44 

百万円 

735 

 財 務 局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・都立松沢看護専門学校（Ｈ１７）解体工事 

・都立神代高等学校（Ｈ１７）改築及び耐震補強

工事 ほか 

 

    300 

 

34,084 

 都市整備局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・街路整備工事（１７新－１） 

・都営住宅１７Ｈ－１１２西（村山）工事 

 ほか 

 

    896 

 

79,084 

 環 境 局 

平成 17. 1. 1 

～同年 12.31 

・平成１７年度新海面Ｂブロック地盤改良工事

・平成１７年度ガス有効利用施設整備工事 

ほか 

 

     78 

 

1,233 

 福祉保健局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・路上生活者緊急一時保護センター千代田寮 

（Ｈ１７）新築工事 

・東京都七生福祉園（Ｈ１７）児童館・管理棟

ほか給湯設備改修工事 ほか 

 

190 

 

2,767 

病院経営本部 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・酸化エチレン排出ガス対策工事 

・東京都立松沢病院（Ｈ１７）Ｂ２１棟改修工事

ほか 

 

   134 

 

1,899 

 産業労働局 

平成 17. 1. 1 

～同年 12.31 

・白倉予防治山工事 

・八王子技術専門校建物管理委託 

ほか 

 

109 

 

 

1,407 

中央卸売市場 

平成 17. 1. 1 

～同年 12.31 

・１７築地市場水産物部本館耐震改修工事実施

設計 

・食肉市場小動物棟解体処理室空調・換気設備

改修工事 ほか 

 

300 

 

3,909 

 建 設 局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・神田川・環状七号線地下調節池（第二期）善

福寺川取水施設設備工事（その７） 

・街路築造に伴う横断通路等設置工事（１７南

東－多摩３・１・６〔川北下〕） ほか 

 

  3,531 

 

176,026 
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対  象  局 

監査対象期間 
対 象 工 事 等 件 数 対 象 額 

港 湾 局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・平成１７年度大井ふ頭背後道路改良工事 

・平成１７年度中央防波堤内側埋立地建設発生

土積出桟橋（－７．５ｍ）建設工事 ほか 

件 

   558 

百万円 

44,459 

 東京消防庁 

平成 17. 1. 1 

～同年 12.31 

・東京消防庁目黒消防署仮庁舎（Ｈ１７）新築

工事 

・Ｈ１７防火水槽新築工事（その１） ほか 

 

150 

 

4,466 

交 通 局 

平成 17. 1. 1 

～同年 12.31 

・葛西寮改修第二期（機械設備）工事 

・東雲庁舎設備運転管理委託 

ほか 

 

522 

 

13,497 

 水 道 局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・東村山浄水場１急系沈でん池(２群)フロキュレ
ータ整備工事 

・足立区保木間一丁目地先から小右衛門給水所

間送水管（１６００㎜）トンネル内配管及び

立坑築造並びに送水管（１６００㎜）新設工

事 ほか 

      

1,461 

 

214,289 

 下 水 道 局 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・葛西水再生センター流入渠その４工事 

・葛西水再生センター汚泥処理棟設備再構築に

伴う建設工事 ほか 

 

3,325 

 

233,725 

 教 育 庁 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・都立八王子盲学校（１７）空調設備改修工事

・都立調布北高等学校（１７）道路補償工事及

びその他改修工事 ほか 

 

    657 

 

3,678 

 警 視 庁 

平成 17. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・警視庁小岩警察署庁舎（Ｈ１６）改築工事（そ

の２） 

・道路標識（大型標識）点検保守業務委託年間

単価契約 ほか 

 

  1,068 

 

38,400 

島しょ関係部所 

平成 15. 4. 1 

～平成 18. 3.31 

・道の沢火山治山激甚災害対策特別緊急工事 

・御蔵島道路災害防除工事（その１） ほか 

 

634 

 

28,234 

合   計  
 13,957 881,893 

（注）１ 対象工事等は、監査対象期間に契約したもののほか、それ以前に契約し、継続施工して

いたもの等を含む。 
（注）２ 件数及び対象額には、工事に伴う設計委託等を含む。 
（注）３ 端数処理の関係で各局対象額と合計欄の金額は一致しない。 
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